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平成 21 年度決算に基づく健全化判断比率等の概要について 

総務部総務課 

 

 自治体財政の「早期健全化及び財政の再生並びに公営企業の経営の健全化」を目的として、地方公共団体の財政の健全化に関す

る法律（平成 19 年法律第 94 号。以下「財政健全化法」という。）が施行され、４つの健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤

字比率、実質公債費比率、将来負担比率）と早期健全化基準、財政再生基準の２つの基準、及び公営企業の資金不足比率と経営健

全化基準が定義されました。 

 

平成 21 年度決算 

算 出 結 果 

早期健全化基準 財政再生基準 
(参考)地方債協

議・許可移行基準 

財政健全化計画の策定、外部監査の要
求 等 

財政再生計画の策定、計画につ
いて国の同意手続き、地方債の
制限、再生振替特例債 等 

 

○実質赤字比率 

・一般会計等の実質赤字の比率 

－ 
(黒字) 

都道府県：3.75％ 

市町村：財政規模に応じ 11.25～15％ 

都道府県：5％ 

市町村：20％ 

都道府県：2.5％ 

市町村：財政規模
に応じ 2.5～10％ 

○連結実質赤字比率 

・全ての会計の実質赤字の比率 

－ 

(黒字) 

都道府県：8.75％ 

市町村：財政規模に応じ 16.25～20％ 

都道府県：15％（※） 

市町村：30％（※） 
－ 

○実質公債費比率 

・公債費及び公債費に準じた経費の比重
を示す比率 

7.4％ 都道府県・市町村：25％ 都道府県・市町村：35％ 18％ 

○将来負担比率 

・地方債残高のほか一般会計等が将来負
担すべき実質的な負債を捉えた比率 

－ 

(負担見込額なし) 

都道府県・政令市：400％ 

市町村：350％ 
－ － 

○公営企業における資金不足比率 

・公営企業ごとの資金不足の比率 

－ 

(黒字) 

経営健全化基準 

20％ 
－ 10％ 

Ver．1 

※連結実質赤字比率の財政再生基準については、3年間の経過的な基準（市町村は H21,22 40％、H23 35％、H24～ 30％）が設けられています。 
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１ 健全化判断比率等の対象について 

 

一
般
会
計
等 

一般会計  

一般会計等に属する特別会計 

飲料水供給事業特別会計 

自家用工業用水道事業特別会計 

可児駅東土地区画整理事業特別会計 

特
別
会
計 

一般会計等以外の特別会計の
うち公営企業に係る特別会計
以外の会計 

国民健康保険事業特別会計（事業勘定）  

国民健康保険事業特別会計（直診勘定） 

老人保健事業特別会計 

後期高齢者医療特別会計 

介護保険特別会計（保険事業勘定） 

介護保険特別会計（介護サービス勘定） 

公営企業に
係る会計 

法適用企業 水道事業会計  

法非適用企業 

簡易水道事業特別会計 

公共下水道事業特別会計 

特定環境保全公共下水道事業特別会計 

農業集落排水事業特別会計 

 

一部事務組合・広域連合 

可茂衛生・市場・可児川防災・可茂消防・
中学校組合・可茂広域・農業共済・退職手
当組合・市町村会館組合・後期高齢者連合
（9組合 1連合） 

 

 

地方公社・第三セクター等 土地開発公社・岐阜県信用保証協会  

実
質
赤
字
比率 

連
結
実
質
赤
字
比
率 

実
質
公
債
費
比
率 

将
来
負
担
比
率 資

金
不
足
比
率 
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 公営企業を含む全会計を対象とした実質赤字額（または資金不足額）の標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合に
は問題のある赤字会計が存在することになり、赤字の早期解消を図る必要があります。 
 
  ○算出結果 ： －（赤字額なし）   【 早期健全化基準 17.59％ 】 

 

２ 各指標の算出について 

 

 

 （1）実質赤字比率 ＝  

 

    ※実質赤字額＝繰上充用額＋（支払繰延額＋事業繰越額） 

          ・繰上充用額＝歳入不足のため、翌年度歳入を繰り上げて充用した額 

          ・支払繰延額＝実質上歳入不足のため、支払いを翌年度に繰り延べた額 

          ・事業繰越額＝実質上歳入不足のため、事業を繰り越した額 

    

 ※標準財政規模＝自治体が標準的なとき、通常収入されるであろう経常的一般財源の規模（標準税収入額等＋普通交付税＋臨時財政対
策債発行可能額） 〔以下同じ。〕 

 

 

 

 

 

 

 

 （2）連結実質赤字比率 ＝ 

 

    ※連結実質赤字額＝（公営企業会計以外の会計の実質赤字額の合計＋公営企業会計の資金不足額の合計）が（公営企業会計以外の会計

の実質黒字額の合計＋公営企業会計の資金剰余額の合計）を超えた額 

 

 

 

一般会計等の実質赤字額 

標準財政規模 

 一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政規模に対する比率であり、これが生じた場合には赤字の早期解消を図る必要があ
ります。 
 
  ○算出結果 ： －（赤字額なし）   【 早期健全化基準 12.59％ 】 

 

連結実質赤字額 

標準財政規模 
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 一般会計等が負担する元利償還金などの標準財政規模に対する比率であり、18％以上になると起債の許可が必要となり、25％以
上になると財政健全化計画の策定等が必要となります。 
一般会計においては、起債額が元金償還額を超えないようにすることで公債費負担の軽減に努めており、今年度は前年度の 8.4％

から 1.0％減の 7.4％となりました。 
 
  ○算出結果 ： 7.4％   【 早期健全化基準 25.0％ 】 前年度比 △1.0％〔平成 20年度 8.4％〕 

 

 （3）実質公債費比率 ＝  

（3 ヵ年平均） 

 

    ※準元利償還金＝以下の①から④までの合計額 

①一般会計からの繰出金のうち、公営企業債の償還の財源に充てたと認められるもの  

②組合等への負担金・補助金のうち、組合等が起こした地方債の償還に充てたと認められるもの 

③債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの 

④一時借入金の利子 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （4）将来負担比率 ＝  

 

    ※将来負担額＝以下①から⑧までの合計 

①一般会計等の前年度末の地方債現在高 

②債務負担行為に基づく支出予定額（地財法第 5 条各号の経費に係るもの） 

③一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に充てる一般会計等からの負担等見込み額 

④加入する組合等の地方債の元金償還に充てる負担見込み額 

⑤退職手当支給予定額（全職員に対する期末要支給額） 

⑥市が設立した法人等の負債額、債務を負担している場合の当該債務の額のうち負担見込み額 

⑦連結実質赤字額 

⑧加入する組合等の連結実質赤字額相当額のうち一般会計等の負担見込額 

（元利償還金＋準元利償還金）－（特定財源＋元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 

将来負担額－（充当可能基金額＋特定財源見込み額＋地方債現在高に係る基準財政需要額算入見込額） 

標準財政規模－（元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額） 
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 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標準財政規模に対する比率であり、これらの負債が将来財政を圧迫する可能性が高
いかどうかを示すストック指標です。 
この比率が高い場合、将来これらの負担額を実際に支払う必要があることから、今後の財政運営が圧迫されるなどの問題が生じ

てくる可能性が高くなります。 
 
  ○算出結果 ： －（負担見込額なし）   【 早期健全化基準 350.0％ 】  

 

各公営企業ごとの資金不足額の事業規模に対する比率であり、経営健全化基準 20％以上になると経営健全化計画策定等が必要と
なります。 
 
  ○算出結果 ： 全公営企業会計 － （資金不足額なし）   【 経営健全化基準 20.0％ 】  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （5）資金不足比率 ＝ 

 

    ※資金の不足額：（法適用企業）＝（流動負債＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした地方債の現在高－流動資産）－

解消可能資金不足額 

            （法非適用企業）＝（繰上充用額＋支払繰延額・事業繰越額＋建設改良費等以外の経費の財源に充てるために起こした

地方債現在高）－解消可能資金不足額 

 

    ※事業の規模：（法適用企業）＝営業収益の額－受託工事収益の額 

           （法非適用企業）＝営業収益に相当する収入の額－受託工事収益に相当する収入の額 

 

 

 

 

 

 

 

資金の不足額 

事業の規模 
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３ 財政指標の審査・公表等 

 

（1）健全化判断比率の公表等 

  地方公共団体の長は、毎年度、前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、健全化判断比率とその算定基礎事項を記載した書類を監

査委員の審査に付し、その意見を付けて当該比率を議会に報告し、かつ、公表しなければならない。（第３条） 

 

（2）資金不足比率の公表等 

  公営企業を経営する地方公共団体の長は、毎年度、当該公営企業の前年度の決算の提出を受けた後、速やかに、資金不足比率とその

算定基礎事項を記載した書類を監査委員の審査に付し、その意見を付けて当該比率を議会に報告し、かつ、公表しなければならない。（第

22 条） 
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（単位：％）

地方公共団体
コード

都道府県名 市区町村名 実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

212148 岐阜県 可児市 - - 7.4 -

団体区分 3.市

（単位：％）

標準財政規模
（千円） う ち臨時財政対策債

発行可能額

早期健全化基準 12.59 17.59 25.0 350.0

18,090,606 1,217,919 財政再生基準 20.00 40.00 35.0

Ver.21.01

総括表① 健全化判断比率の状況 （平成21年度決算）
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Ver.21.01 団体名

（単位：千円）

会　　計　　名 実質収支額 （分母比） 会　　計　　名 資金不足・剰余額 （分母比）

一般会計 1,481,043 8.2 水道事業会計 1,011,826 5.6

飲料水供給事業特別会計 400 0.0

自家用工業用水道事業特別会計 13,404 0.1

一 可児駅東土地区画整理事業特別会計 30,032 0.2

法

般

適

会

用

計

企

等

業

小　　　計 1,524,879 8.4

標準財政規模 18,090,606 100.0

実質赤字比率　（％） -8.42 ※

簡易水道事業特別会計 1,978 0.0

会　　計　　名 実質収支額 公共下水道事業特別会計 63,474 0.4

国民健康保険事業（事業勘定）特別会計 85,109 0.5 特定環境保全公共下水道事業特別会計 9,997 0.1

国民健康保険事業（直診勘定）特別会計 1,361 0.0 農業集落排水事業特別会計 6,259 0.0

介護保険（保険事業勘定）特別会計 18,749 0.1 法

介護保険（保険サービス勘定）特別会計 0

後期高齢者医療特別会計 20,427 0.1 非

老人保健特別会計 534 0.0

適

用

企

業

※　実質収支又は連結実質収支が黒字である場合、

　「実質赤字比率（％）」又は「連結実質赤字比率（％）」は負の値で表示されます。 合　　　　　計 2,744,593 15.2

標準財政規模（再掲） 18,090,606 100.0

連結実質赤字比率　（％） -15.17 ※

一

般

会

計

等

に

属

す

る

特

別

会

計

一

般

会

計

等

以

外

の

特

別

会

計

の

う

ち

公

営

企

業

に

係

る

特

別

会

計

以

外

の

会

計

岐阜県可児市

宅

地

造

成

事

業

宅

地

造

成

事

業

宅

地

造

成

事

業

以

外

宅

地

造

成

事

業

以

外

総括表② 連結実質赤字比率等の状況 （平成21年度決算）
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団体名

Ver.1.0.3

（単位：千円）

元利償還金

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩

公債費（一般会計

に係るものに限

る。）

公営企業に要する

経費の財源とする

地方債の償還の財

源に充てたと認め

られる繰入金

一部事務組合等の

起こした地方債に

充てたと認められ

る補助金又は負担

金

公債費に準ずる債

務負担行為に係る

もの

一時借入金の利子 公営住宅使用料 都市計画事業の財

源として発行され

た地方債償還額に

充当した都市計画

税

標準税収入額等 普通交付税額 臨時財政対策債

発行可能額

平成19年度 2,502,512 1,413,776 619,784 115,466 848,422 15,964,723 655,126 837,806 2,577,081

平成20年度 2,479,713 1,618,175 627,123 115,085 713 954,081 16,643,955 507,831 784,730 2,676,274

平成21年度 2,181,723 1,635,053 634,102 114,715 881,211 15,815,173 1,057,514 1,217,919 2,733,136

※元利償還金からは繰上償還額を控除しています。（平成19年　1,741千円、平成20年度　573,268千円、平成21年度　70,516千円）

実質公債費比率

（単年度）

実質公債費比率

（3カ年平均）

平成19年度 8.23917

平成20年度 7.92273

平成21年度 6.19403

【参考】

上表②の内訳 （単位：千円）

上表③の内訳 　　　（単位：千円）

上表④の内訳 　　　（単位：千円）

特定財源

7.4

総括表③実質公債費比率の状況（平成21年度）　概要版

岐阜県可児市

準元利償還金 　　　⑪

基準財政需要額

算入額

標準財政規模

計

平成19年度 1,413,776

平成20年度 1,618,175

平成21年度 1,635,053

103,665

1,609 6,068 1,361,192 163,383 102,801

農業集落排水事業
特別会計

5,768 6,244 1,126,858 171,500 103,406

上水道事業 簡易水道事業特別会計
公共下水道事業

特別会計
特定環境保全公共下
水道事業特別会計

2,246 5,875 1,349,719 156,670

平成19年度

平成20年度

平成21年度 627,125 6,977 0 634,102

627,123621,966 5,157 0

614,082 5,230 472 619,784

計
可茂衛生施設

利用組合
可茂消防事務組合

可茂公設地方卸売
市場組合

平成19年度

平成20年度

平成21年度 93,697 21,018 114,715

93,614 21,471 115,085

93,533 21,933 115,466

学校給食センター整備・
維持管理等事業

教職員住宅に係る譲渡
代金及び災害分担金

民間特別養護老人ホーム
建設費借入金償還補助金

計
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Ver.21.01
団体名

将来負担額
（単位：千円）

地方道路公社 土地開発公社 第三セクター等

18,878,089 2,120,786 21,389,726 2,151,002 645,398 0 0 0 0 0 0

（分母比） 123 14 139 14 4

充当可能財源等
（単位：千円）

うち都市計画税

6,876,535 11,818,274 11,817,608 31,832,432

（分母比） 45 77 77 207

294 329 -35 

-34.7 

118 18 100

45,185,001

18,090,606

-

将来負担比率　（％）

15,357,470

-5,342,240

2,733,136

50,527,241

算入公債費等の額　Ｄ

Ａ　－　Ｂ

Ｃ　－　Ｄ

充当可能基金
充当可能
特定歳入

設立法人の

負債額等

負担見込額

基準財政需要額

算入見込額

地方債の現在高

将来負担額　A

標準財政規模　Ｃ

充当可能財源等　Ｂ

債務負担行為に

基づく支出予定額

公営企業債等
繰入見込額

組合等
負担等見込額

退職手当
負担見込額

岐阜県可児市

組合等連結実質

赤字額負担見込額

連結実質
赤字額

―

総括表④ 将来負担比率の状況 （平成21年度決算）

―

＝ ＝
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